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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ワイヤレス電力伝送システムのための方法であって、
　２次側レシーバに誘導的に結合される１次側トランスミッタを利用する電力信号を発生
することと、
　誘導的に結合される前記２次側レシーバで前記電力信号を受け取ることと、
　１次側から２次側へ電力を伝送するために利用する誘導性結合の２次側からの感知電力
に関連するパラメータを含む信号を前記誘導的に結合されたレシーバから受け取ることと
、
　１次側から２次側への電力伝送の効率を判定するために前記パラメータを電力損失式に
適用することであって、前記電力損失式がＰＭＤ＝Ａ×ＴＸ＿ｐｗｒ－Ｂ×ＴＸ＿ｐｗｒ
２－Ｃ－α×ＲＸ＿ｐｗｒ２－β×ＲＸ＿ｐｗｒ－γであり、Ｔｘ＿ｐｗｒはトランスミ
ッタにおける電力であり、ＲＸ＿ｐｗｒはレシーバにおける電力であり、ＡとＢとＣとが
送信関連項であり、αとβとγとが受信関連項であり、Ａはその結果に任意の単位を適用
するために用いられ、ＰＭＤがｍＷ（ミリワット）でＴＸ＿ｐｗｒがＷ（ワット）である
場合にＡは１／１０００に設定され得、それらが同じ単位を有する（ワット入力、ワット
出力である）場合にＡ＝１であり、Ｂは（ＴＸ＿ｐｗｒ２）項を損失に関連付けるスケー
ルファクタであり、定数Ｃはトランスミッタにおける電力に拘わらず一定の損失である、
前記適用することと、
　前記効率に基づいて寄生金属性要素の存在を判定することと、
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　前記寄生金属性要素が検出されると前記トランスミッタから前記誘導性結合されるレシ
ーバへの前記電力信号の発生を中断することと、
　を含む、方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の方法であって、
　前記パラメータが、感知２次側電力に関連する定数と２次側での静止電力放散との少な
くとも１つを含む、方法。
【請求項３】
　請求項１に記載の方法であって、
　前記２次側で電力を感知することと、
　前記感知電力を表す信号を生成することと、
　前記信号を変調することと、
　前記変調された信号を前記１次側に伝送することと、
　を更に含む、方法。
【請求項４】
　請求項３に記載の方法であって、
　前記変調することが、振幅変調と周波数変調と位相シフト変調とパルス幅変調と赤外線
シグナリングと無線周波数シグナリングとの少なくとも１つを含む、方法。
【請求項５】
　１次側コントローラを含む、ワイヤレス電力伝送のためのシステムであって、
　前記１次側コントローラが、
　レシーバとの誘導性結合を通ってトランスミッタにより伝送される電力信号を発生し、
　パラメータを含む信号を前記トランスミッタで受け取り、
　１次側電力に対する感知された２次側電力の効率を判定するために前記パラメータを電
力損失式に適用することにより寄生金属性要素が存在するかどうかを判定し、
　前記寄生金属性要素が検出されると前記トランスミッタから前記誘導性結合されるレシ
ーバへの前記電力信号の発生を中断する、
　するように構成され、
　前記電力損失式がＰＭＤ＝Ａ×ＴＸ＿ｐｗｒ－Ｂ×ＴＸ＿ｐｗｒ２－Ｃ－α×ＲＸ＿ｐ
ｗｒ２－β×ＲＸ＿ｐｗｒ－γであり、Ｔｘ＿ｐｗｒはトランスミッタにおける電力であ
り、ＲＸ＿ｐｗｒはレシーバにおける電力であり、ＡとＢとＣとが送信関連項であり、α
とβとγとが受信関連項であり、Ａはその結果に任意の単位を適用するために用いられ、
ＰＭＤがｍＷ（ミリワット）でＴＸ＿ｐｗｒがＷ（ワット）である場合にＡは１／１００
０に設定され得、それらが同じ単位を有する（ワット入力、ワット出力である）場合にＡ
＝１であり、Ｂは（ＴＸ＿ｐｗｒ２）項を損失に関連付けるスケールファクタであり、定
数Ｃはトランスミッタにおける電力に拘わらず一定の損失である、システム。
【請求項６】
　請求項５に記載のシステムであって、
　前記パラメータが、感知された２次側電力に関連する定数と２次側での静止電力放散と
の少なくとも１つを含む、システム。
【請求項７】
　請求項５に記載のシステムであって、
　前記感知された２次側電力を表す前記信号が２次側で変調される、システム。
【請求項８】
　請求項７に記載のシステムであって、
　感知２次側電流を表す前記信号が、振幅変調と周波数変調と位相シフト変調とパルス幅
変調と赤外線シグナリングと無線周波数シグナリングとの少なくとも１つにより変調され
る、システム。
【請求項９】
　請求項７に記載のシステムであって、
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　前記１次側コントローラが、前記感知された２次側電力の変調された信号を復調する、
システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本願は、電力エレクトロニクスに関し、更に特定して言えば、ワイヤレス電力伝送に関
連する。
【背景技術】
【０００２】
　ワイヤレスエネルギー伝送又はワイヤレス電力は、相互接続する配線なしの電源から電
気的負荷への電気エネルギーの伝送である。ワイヤレス伝送は、相互接続配線が不便、危
険、又は不可能である場合に有効である。ワイヤレス電力は、受信したエネルギーの信号
対雑音比（ＳＮＲ）又はパーセントが、それが、適切に回復されるべき信号にとって低す
ぎる場合にのみ重要となるワイヤレステレコムとは異なる。ワイヤレス電力伝送を用いる
場合、効率がより重要なパラメータとなる。
【０００３】
　ワイヤレス電力伝送における一般的な結合形式の２つは、誘導性結合と共振誘導性結合
である。ワイヤレス電力伝送システムは、通常、電磁的に結合された送信コイル及び受信
コイルで構成される。コイル結合のため、一次側からのエネルギーは、或る距離を越えて
二次側に伝送され得る。電磁誘導ワイヤレス伝送手法は、用いられる波長の４分の１に近
づく一つ又は複数のデバイスの直径の数倍に匹敵する距離での近距離場である。近距離場
エネルギー自体は非放射性であるが、何らかの放射損失が生じる。また通常は抵抗性損失
がある。誘導によるエネルギー伝送は通常、磁性であるが、容量性結合も達成され得る。
【０００４】
　電磁誘導は、一次コイルが主磁場を生成し、電流が二次内に誘導されるように二次コイ
ルが主磁場内にあるという原理で機能する。高効率を達成するため、結合は緊密であるべ
きである。一次からの距離が増加するにつれて、より多くの磁場が二次を失う。比較的短
い範囲でも、この誘導方法はむしろ非効率であり、伝送されたエネルギーの多くを無駄に
する。
【０００５】
　電気的変圧器の動作は、誘導によるワイヤレス電力伝送の最も簡単な例である。変圧器
の一次回路及び二次回路は直接的に接続されない。エネルギー伝送は、相互誘導として知
られているプロセスを介する電磁結合により起こる。主要な機能は、一次電圧を上又は下
に段階的に変えること及び電気的隔離である。携帯電話及び電気歯ブラシのバッテリー充
電器、及び電気的配電変圧器は、この原理がどのように用いられるかの例である。誘導調
理器はこの方法を用いる。ワイヤレス伝送のこの基本形式の主な欠点は範囲が短いことで
ある。レシーバは、それに効率的に結合するために、トランスミッタ又は誘導ユニットに
直接的に近接している必要がある。
【０００６】
　共振エンハンスト電気力学誘導の一般的な用途は、ラップトップコンピュータ、携帯電
話、医療インプラント、及び電気自動車などの携帯デバイスのバッテリーを充電すること
である。共振は、エネルギー伝送効率を最大化するために、ワイヤレス充電パッド（トラ
ンスミッタ回路）及びレシーバモジュール（負荷に埋め込まれる）の両方において用いら
れる。このアプローチは、携帯電話など携帯型エレクトロニクスのための汎用ワイヤレス
充電パッドに適している。このアプローチは、Ｑｉワイヤレス充電規格の一部として採用
されている。また、ＲＦＩＤパッチ及び非接触スマートカードなど、バッテリーを有さな
いデバイスに電力供給するため、及び一次インダクタからテスラコイルワイヤレス電力ト
ランスミッタのヘリカル共振器へ電気エネルギーを結合するためにも用いられる。
【０００７】
　Ｑｉは、ワイヤレス・パワー・コンソーシアム（ＷＰＣ）により定められたプロトコル
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を用いる誘導性充電のためのシステムの一例である。Ｑｉは、互いに通信する誘導性充電
器及びデバイスのための共通言語を定める。そのため、Ｑｉイネーブルアクセサリを備え
た又はそのデバイス内に直接構築されたＱｉを備えた、任意のデバイスが、任意のＱｉ誘
導性充電パッドに充電することができる。
【０００８】
　誘導性充電は、一方が電力を送るよう設計され、他方がそれを受けとるよう設計される
２つのデバイスが、互いに接し、それらの間でエネルギーが伝送されるとき起こるもので
ある。過去には、これら２つのデバイスは互いに特定して設計される必要があったが、Ｗ
ＰＣにより定められた規格をサポートするように設計されたデバイス及び充電器は、自由
に相互交換可能である。ＷＰＣ規格は、準拠スマートフォン、カメラ、ＭＰ３プレイヤー
、及びこういったデバイスに直接つなぐことなく５Ｗまで用いることのできるその他のも
の、の汎用充電を可能にする。エネルギーを伝送するために電磁場を用いることにより、
充電パッドは、それらが充電しているデバイスと双方向にインテリジェントに通信するこ
とができる。
【発明の概要】
【０００９】
　例示の実施例は、干渉検出を備えたワイヤレス電力伝送のシステム及び方法のシステム
を提供する。一実施例において、二次側コントローラが、感知された電力をモニタリング
するように、及び感知された電力に関連するパラメータを含むフィードバック信号を生成
するように構成され、変調モジュールが、フィードバック信号の表示を変調するように構
成される。この変調が一次側コントローラに伝送され、一次側コントローラが、電力損失
式に適用されるようにパラメータに基づいて充電を阻止するように構成される。
【００１０】
　例示の実施例は更に広く、誘導性結合を通って伝送される電力を制御するように、二次
の感知された電力に関連するパラメータを含む表示を受け取るように、及び一次電力に対
する二次の感知された電力の効率を判定するためパラメータを電力損失式に適用すること
により寄生金属性要素が存在するかどうかを判定するように構成される一次側コントロー
ラで実装されてもよい。
【００１１】
　実施例は、干渉検出を備えたワイヤレス電力伝送を提供するための方法とみなすことも
できる。この点で、１つの実施例は、誘導性結合の二次側で電力を感知すること、感知さ
れた電力に関連するパラメータを含む表示を生成すること、感知された電力の表示を変調
すること、及び感知された電力の変調された表示を誘導性結合の一次側に伝送することを
含む。一次側は、電力損失式に適用されるようにパラメータに基づいて電力伝送を阻止す
るように構成される。
【００１２】
　別の実施例は、誘導性結合の二次側から、感知された電力に関連するパラメータを含む
表示を受け取ること、一次から二次への電力伝送の効率を判定するためパラメータを電力
損失式に適用すること、及びこの効率に基づいて寄生金属性要素の存在を検出することを
含む。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
　例示の実施例を添付の図面を参照して説明する。
【００１４】
【図１】図１は、ワイヤレス電力伝送の例示の一実施例のシステム図である。
【００１５】
【図２】図２は、伝送と干渉する物体を備えた図１のワイヤレス電力伝送の例示の一実施
例のシステム図である。
【００１６】
【図３】図３は、干渉検出を備えたワイヤレス電力伝送のエネルギー伝送の例示の一実施
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例のシステム図である。
【００１７】
【図４】図４は、干渉検出を備えたワイヤレス電力伝送のエネルギー伝送の例示の一実施
例のシステム図である。
【００１８】
【図５】図５は、図４の干渉検出を備えたワイヤレス電力伝送のエネルギー伝送の例示の
一実施例の回路図である。
【００１９】
【図６】図６は、図４の干渉検出を備えたワイヤレス電力伝送のエネルギー伝送の例示の
一実施例のフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　ワイヤレス充電を用いると、システムの受信部は、例えば、二次電力パラメータを所望
の動作範囲内に保つため一次から要求される補正的動作だけでなく、それが動作する電圧
、電流、及び電力レベルを一次側に周期的に通信し得る。このようなシステムの性能は、
寄生金属物体が偶発的又は意図的に送信コイルに近接しているとき著しく劣化され得る。
伝送されたエネルギーの一部は、これらの金属物体により結合され得、熱として浪費され
得る。これは、システム性能を劣化させるだけでなく、コインや鍵のような金属物体が火
災を引き起こすほどに熱くなり得、プラスチック部品の変形を生じさせたり、或いは触れ
たときにオペレータにやけどさせたりするため、危険でもある。
【００２１】
　本明細書に開示する干渉検出を備えたワイヤレス電力伝送システムのシステム及び方法
は、このシステムの受信側で受信した電力を一次側で消費された電力と比較することによ
り、システムコイルに近接して位置する寄生金属物体に関連する起こり得る過剰エネルギ
ー伝送を検出する。このような比較の結果が、一次側で消費された電力が二次側で受け取
られる電力を実質的に超えることを示す場合、このシステムは、オペレーションを動的に
停止する判定をして、悪影響が生じることを防止する。
【００２２】
　干渉検出を備えたワイヤレス電力伝送システムのシステム及び方法は更に、例えば、一
次ＤＣ源など、電気エネルギーの入力源に結合される一次側と、送信コイルを励起させ、
受信コイルに向けて伝送される電磁エネルギーに入力電力を変換する半導体回路要素と、
受信コイルであって、送信コイルからエネルギーを受け取るため送信コイルと電磁的に結
合される受信コイルとを含み得る。レシーバ回路要素が、受信したエネルギーと、負荷に
より用いられるべき状態パラメータとを利用し得る。負荷は、二次側に結合され得、受信
コイルにより結合されるエネルギーの一部を消費する。二次側回路要素は、受信したエネ
ルギーをモニタリングし得、二次側のエネルギーパラメータの閉ループ規制を達成するた
め、受信したエネルギーのパラメータを送信回路要素に周期的にレポートし得る。
【００２３】
　例示の一実施例において、二次側測定回路要素は、二次側により受信される電力を感知
し得る。一次側測定回路要素は、一次側で消費された電力を感知する。変調回路要素は、
二次側に配置され得、例示の一実施例において、バイナリコードが二次側から送られ得一
次側で受信されるような方式で、送信コイル及び受信コイルを結合する電磁場を変えるこ
とが可能であり得る。二次側コントローラは、二次側測定回路要素及び変調回路要素に結
合され得、例示の一実施例において、二次側で受け取られる電力に関連するバイナリコー
ドを周期的に送るようにこれらの回路を効率的に制御する。
【００２４】
　一次側復調回路要素は、送信コイル及び受信コイルを結合する電磁エネルギーの変化に
影響されやすく、また、二次側から送られるバイナリコードを復調することが可能である
。一次側復調回路要素及び入力電力測定回路要素に結合される一次側コントローラは、受
信した電力値を一次側で測定された消費された電力値と比較し、比較の結果に基づいて、
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システムオペレーションを効率的に指令する。この通信方法は、多数の異なるプロトコル
又は手段を含み得、変調された信号を、特に、結合、赤外チャネル、及び無線周波数チャ
ネルを通って伝送することを含む。
【００２５】
　例示の一実施例において、一次側は、受信した電力を消費された電力と比較し得、受信
した二次側及び測定された一次側電力レベルで数学関数を実行することにより寄生金属物
体に関連する電力を計算し得る。これらの数学関数は、受信した及び測定された電力レベ
ルのスケーリング、スケーリングされた測定電力からのスケーリングされた受信電力の減
算（deduction）、及び一次側及び二次側において放散される静止（quiescent）電力に関
連する所定の定数の減算を含み得る。二次側は、電力損失の既知の源に関連する定数を送
り得る。例えば、既知の源は、特に、コイルの抵抗又はシールドにおける損失に起因する
損失を含み得る。シールドは典型的に、コイルの後ろに置かれる例えばフェライトなどの
磁気材料であり、これは、磁束のためのリターン経路を提供する。シールドは、磁場の殆
どが、充電中のデバイスに通過することを防ぐ。所望の方向に磁場を向けることにより、
効率が改善される。既知のパラメータは、一定（静止電力など）であってもよく、或いは
電力（スケールファクタなど）に比例してもよい。電力損失における幾つかのファクタは
、非線形であり得、より高次の項も関与し得る。例えば、損失は熱により悪化されられ得
る。上昇した温度がコイルの抵抗を増加させるため、Ｉ２Ｒ損失は電流より速く増加し得
る。
【００２６】
　計算の助けとなり得る例示の数学関数は、下記の電力損失式とし得る。
（１）　ＰＭＤ＝α×ＴＸ＿ｐｗｒ－β×ＲＸ＿ｐｗｒ－Ｃ１－Ｃ２
ここで、二次側の静止電力に関連するスケールファクタ及び定数は、変調回路要素を用い
てバイナリコードとして二次側から一次側へ送られ得る。電力損失検出は、上述の非制限
的な数式など、電力バランス数式の評価を介して達成され得、これは、システム内の既知
の損失を考慮する。これらの損失は、レシーバからトランスミッタへ通過されたパラメー
タを介して較正され得る。例示の一実施例において、Ｒｘに関連するスケールファクタ及
び電力損失定数は、単一ワードとして送られ得、ここで、ワードビットの一部がスケール
ファクタを表し、幾つかのビットが電力定数を表す。Ｒｘ電力パケットは、特に、Ｒｘ最
大電力、スケールファクタ、及び電力損失定数を表すビットで構成され得る。
【００２７】
　上記式は、寄生金属放散（ＰＭＤ）のより一般的な下記式：
（２）　PMD＝A×TX_pwr－B×TX_pwr２－C－α×RX_pwr２－β×RX_pwr－γ
の算出線形化である。ここで、Ａ、Ｂ及びＣは、送信関連項であり、α、β、及びγは受
信関連項である。寄生金属放散に失われた電力は、伝送された電力から全ての損失項を引
いたものに実質的に等しい。簡潔にするため、伝送された電力に係数を加算すると都合が
よい。Ａは、その結果に任意の単位を適用するために用いられる。ＰＭＤがｍＷであり、
ＴＸ＿ｐｗｒがワットである場合、Ａは１／１０００に設定され得、これらが同じ単位を
有する（ワット入力、ワット出力である）場合、Ａ＝１である。Ｂは、（ＴＸ＿ｐｗｒ２

）項を損失に関連付けるスケールファクタであり、定数Ｃは、トランスミッタにおける損
失であり、これは、電力に関わらず一定である。例えば、１ｍＷ消費するＬＥＤが絶えず
駆動される場合、Ｃは０．００１となる。α、β、及びγ項は、レシーバ側のパラメータ
と同様に関連する。二次側がＲＸ＿ｐｗｒを通信するとき、通常動作状態損失が計算され
得る。α項は、ＲＸ＿ｐｗｒ２に比例する損失に対応し、βはＲＸ＿ｐｗｒに比例する損
失に対応し、Ｃと同様、γは一定である。
【００２８】
　説明するため、誘導性結合の一次側の電圧が１０Ｖであり、コイルの一次側の電流が０
．２Ａであり、コイルの抵抗が０．３Ωであると仮定する。ＴＸ＿ｐｗｒはＩ×Ｖ＝０．
２×１０＝２ワットである。損失はＩ２×Ｒ＝０．２×０．２×０．３＝０．０１２ワッ
トに等しい。電圧は一定であるため、電力は電流に正比例する。従って、Ｉ２に比例する
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損失はｐｗｒ２にも比例する。つまり、ｐｗｒ２＝２２＝４である。Ｂ項は、ｐｗｒ２及
び損失間の関係に対応する。この場合、Ｂ×２＾２＝０．０１２であるためＢ＝０．００
３である。電力出力がｐｗｒ＝５Ｗまで増加する場合、この項に対し予期される損失は、
５＾２×Ｂ＝２５×０．０３＝０．０７５ワットと計算され得る。
【００２９】
　主要な損失は、電流の二乗（或いは、スケーリングした、電力の二乗）に関連する：
（３）　ＰＭＤ＝α×ＴＸ＿ｐｗｒ２－β×ＲＸ＿ｐｗｒ２－Ｃ１－Ｃ２
【００３０】
　電力損失式が、電力測定の２つの関数を用いて更により一般的に記載され得る方式のた
めの別の例示の数式は、下記である。
（４）　ＰＭＤ＝ｆ（ＴＸ＿ｐｗｒ）－ｇ（ＲＸ＿ｐｗｒ）
【００３１】
　一次側の静止電力に関連するスケールファクタ及び定数は、一次側コントローラにより
アクセス可能なメモリにストアされ得る。一次側の静止電流に関連するスケールファクタ
及び定数は、一次側コントローラに結合されるレジスタ、又は電圧、又は電流で設定され
得る。ファクタ及び／又は定数の値は、メモリ蓄積デバイスからもアクセスされ得る。
【００３２】
　例示の一実施例において、二次電力の一次側電力との比較の結果が何らかの所定のレベ
ルを超える場合、エネルギー伝送を完全に停止するように判定が成され得る。好ましくは
この比較は、この比較を二次側から一次側に通過され得るパラメータでスケーリングする
ことを含む。システムがエネルギー伝送を停止させる所定のレベルは、一次側マイクロコ
ントローラに結合されるユーザー設定され得るレジスタ、電圧、又は電流により設定され
得る。システムがエネルギー伝送を停止させる所定のレベルは、一次側マイクロコントロ
ーラによりアクセス可能なメモリにストアされ得る。
【００３３】
　例示の一実施例において、エネルギー伝送が停止される受信した及び消費された電力間
の差は、送信コイル及び受信コイルを結合する電磁場を変調することによりバイナリコー
ドとして二次側マイクロコントローラにより一次側マイクロコントローラへ送られ得る。
この判定は、比較の結果が何らかの任意の所定のレベルを超える場合、一次的に所定の時
間期間エネルギー伝送を停止するために成され得る。システムがエネルギー伝送を停止さ
せる時間インタバルは、一次側マイクロコントローラに結合される、ユーザー設定され得
るレジスタ、電圧、又は電流により設定され得る。システムがエネルギー伝送を一時的に
停止させる時間期間は、一次側マイクロコントローラによりアクセス可能なメモリにスト
アされ得る。エネルギー伝送が停止される期間は、送信コイル及び受信コイルを結合する
電磁場を変調することにより、バイナリコードとして二次側マイクロコントローラにより
一次側マイクロコントローラに送られ得る。
【００３４】
　より高度な精度を達成するため、受信した電力及び消費された電力の測定が成されると
きに対し二次側及び一次側間に或る規定が確立され得る。精度を更に改善するため、電力
測定は、システムが、送信コイル及び受信コイルを結合する電磁場の変調に関連する任意
の外乱を経験する可能性が低いときと実質的に同じ瞬間に成され得る。ノイズの多い読み
取りに起因するやっかいなトリップの発生を低減するため、所定のレベルを超える幾つか
の連続するインスタンス後にのみエネルギー伝送を停止するように構成され得る。エネル
ギー伝送を停止する前の連続するインスタンスの数はユーザー設定され得るようにし得る
。
【００３５】
　能動表面温度測定に基づく金属物体検出のための一般的なシステムに比べ、開示される
システム及び方法及び手段は、一次側及び二次側の電力レベルを測定及び比較し、一次側
及び二次側電力間の差が閾値、例えば非制限的な例として、ユーザー定義閾値、を超える
場合、システムオペレーションに必要な補正を行う。
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【００３６】
　例示の実施例においてこのシステムは、更に高い解像度レベルを達成するため、及び一
次側及び二次側で静止電力を減じるため、複雑な計算を実行し得る。寄生金属物体に関連
する電力放散は、下記の数式によりモデル化され得る。
（５）　ＰＭＤ＝α×ＴＸ＿ｐｗｒ－β×ＲＸ＿ｐｗｒ－Ｃ１－Ｃ２
ここで、αはトランスミッタ（Ｔｘ）電力のためのスケールファクタであり、Ｃ１はＴｘ
における静止（quiescent）放散に関連する定数であり、βはレシーバ（Ｒｘ）電力のた
めのスケールファクタであり、Ｃ２はＲｘにおける静止放散に関連する定数である。幾つ
かの実施例は、トリップポイントが送られる方式、及び二次側から一次側へ通過する情報
の量に基づいて変化し得る。
【００３７】
　開示されるシステム及び方法は、ワイヤレス電力伝送システムにおいて磁気的に結合さ
れたコイルに近接して誘導される寄生金属物体を検出する際のより高レベルの解像度を提
供する。例示の実施例は、温度測定に基づくシステムより速い可能性がある。この例示の
実施例は、携帯電話、カメラ、電力ツール等の異なる二次側デバイスなどが、金属検出メ
カニズムがアクティブにされる又はイナクティブにされる閾値を、個別に設定させること
を可能にし得る。
【００３８】
　開示される干渉検出を備えたワイヤレス電力伝送のシステム及び方法の目的の一つは、
充電器に近接する寄生金属の存在を検出することである。汎用充電器をつくるため、充電
器から充電されるべきデバイスへのデータ伝送又は通信のための規格を設定するためにワ
イヤレス・パワー・コンソーシアム（ＷＰＣ）がつくられた。Ｑｉ準拠である任意の電話
又はデバイスが充電され得る、Ｑｉ準拠充電器などの例示の実装において生じる課題の一
つは、他の金属物体がその充電器と干渉し得ることである。金属物体が干渉を起こす場合
、そういった金属物体は、加熱し得、９０℃程度まで加熱することもあり、電話に問題を
起こしたり損傷させたりし、或いはユーザーを怪我させる恐れがある。例示の一実施例に
おいて、受信した電力が、何らかの標準的な損失が関与する一次側電力に比べて充分に効
率的であるかを判定するため、電力伝送の効率が計算される。レシーバが、トランスミッ
タが送ったものの大部分を受け取らない場合、エネルギーを消費する何かが途中にあるこ
とを意味する。
【００３９】
　図１は、モバイルデバイスのための充電システムの例示の一実施例を提供する。充電シ
ステム１００は任意のタイプのワイヤレス充電器であり、これは、例えば、モバイルデバ
イス１１０を充電するように構成されるウォールパワーデバイスから電力供給される。モ
バイルデバイス１１０は、携帯電話、ＭＰ３プレイヤー、コンピュータ、又は任意の他の
ワイヤレス充電可能なデバイスを含み得る。
【００４０】
　図２は、寄生金属物体２２０が充電器２００を備えたデバイス２１０の充電と干渉し得
るシステムを示す。充電器２００が、例えば、誘導性結合を介してデバイス２１０へエネ
ルギーを伝送しようとするとき、金属物体２２０は、伝送されたエネルギーの一部を受信
して加熱し得、モバイルデバイス２１０、充電器デバイス２００、及び金属物体２２０へ
の損傷を生じさせる。金属物体２２０が過熱する場合、その熱は、火事やユーザーのやけ
どを含む、その他のダメージを生じさせ得る。
【００４１】
　図３は、干渉検出を備えたワイヤレス電力伝送のためのシステムにおいて用いられるエ
ネルギーバランスの例示の一実施例を提供する。送信側３１０は伝送されたエネルギー３
１５を送り、送信コイルにおいて失われたエネルギー３１７の指示を受け取る。受信側３
２０が、負荷に搬送される受信したエネルギー３２２を伝送する。受信側３２０は、受信
コイル及び整流器において失われたエネルギー３２５、レシーバ制御回路において失われ
たエネルギー３２７、及び金属物体において浪費されたエネルギー３２９も伝送する。そ



(9) JP 5990175 B2 2016.9.7

10

20

30

40

50

の後、送信側３１０は、効率を計算し、エネルギーの伝送が阻止されるべきであるかを判
定する。
【００４２】
　図４は、例えば、寄生金属物体の検出など、干渉検出を備えたワイヤレス電力伝送のた
めのシステムの例示の一実施例のシステム図を提供する。システム４００は、トランスミ
ッタ４１０、誘導性カプラ４２０、変調器４３０、及び二次側コントローラ４４０を含む
。一次側コントローラ４１０が、エネルギーを誘導性結合４２０を介して二次側コントロ
ーラ４４０へ伝送する。二次側コントローラ４４０は受信した電力を感知し、信号を変調
器４３０に送り、この信号は二次電力レベルを含む。変調器４３０は、その信号を誘導性
結合４２０をを介して一次側コントローラ４１０へ送る。一次側コントローラ４１０は、
効率を計算し、一次側４１０から二次側４４０への電力伝送が阻止されるべきかを判定す
る。
【００４３】
　図５は、干渉検出を備えたワイヤレス電力伝送のための回路の例示の一実施例を提供す
る。電源５１０は、電力をシステム５００に供給する。レジスタ５１５及び増幅器５２０
は、一次側電力レベルを検出するために用いられ、一次側電力レベルは一次側コントロー
ラ５０５により感知され得る。一次側コントローラ５０５は、この例示の実施例において
、ハイサイドＦＥＴ５３０及びローサイドＦＥＴ５３５を備えた共振コンバータを制御す
るためコントローラ５２５に信号を送る。一次側からの電力は、ワイヤレス結合５４０を
介して、例えば、誘導性カプラを介して、二次側に伝送される。二次側は、この例示の実
施例において、整流器５５０を含み得、整流器５５０は、この実施例において４つのダイ
オードを含む。二次側の電流は、電流レジスタ５５５及び増幅器５６０を介して感知され
得、二次側コントローラ５７５に提示され得る。二次コントローラ５７５は、この例示の
実施例において、電力を負荷５８０に供給するため、信号を出力コンディショナー５７０
に送り得る。二次コントローラ５７５は、増幅器５６０から電流感知入力を受け取り、感
知された電力レベルの表示を変調ネットワーク５４５に提供する。
【００４４】
　例示の一実施例において、変調ネットワーク５４５は、感知された電力を表すバイナリ
信号を、電流感知レジスタ５５５から誘導性カプラ５４０を介して一次側コントローラ５
０５により受信されるべく送る。コントローラ５０５は、感知された電流を、増幅器５２
０及び感知レジスタ５１５を用いて電源５１０から受け取る。この例示の実施例において
、一次側コントローラ５０５は、ハイサイドＦＥＴ５３０及びローサイドＦＥＴ５３５を
備えた共振コントローラ５２５を制御する。二次側コントローラ５７５は、ＷＰＣプロト
コルを介して変調ネットワーク５４５を介して通信して、受信した電力のバイナリコード
表示を誘導性カプラ５４０を介して一次側に戻すよう送り得、これは、一次側コントロー
ラ５０５により受信され得る。
【００４５】
　一次側コントローラ５０５はその後、効率が充電を継続するのに充分であるかを判定す
るため効率を計算し得る。効率が充分に高くない場合、一次側から二次側へのエネルギー
の効率的な伝送を阻止する何かがあり、エネルギーの伝送が停止され得る判定が成され得
る。これは閾値によって判定され得る。閾値は、事前に設定されてもよく、又はユーザー
設定可能であってもよい。変調タイプは、特に、振幅変調、周波数変調、位相偏移変調、
パルス幅変調、及び赤外変調を含み得るが、これらに限定されない。
【００４６】
　図６は、干渉検出を備えたワイヤレス電力伝送の方法のフローチャート６００を提供す
る。ブロック６１０において、電力がワイヤレス結合の一次側に供給される。ブロック６
２０において、一次側の電力が、ワイヤレス結合の二次側に誘導的に結合される。ブロッ
ク６３０において、二次側内の電力が感知される。ブロック６４０において、感知された
二次電力の表示が一次側に伝送される。ブロック６５０において、一次側電力に関連する
二次電力の効率が低いか判定が一次側で成される。効率が所定の効率レベルに比べ低くな
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い場合、ブロック６７０において一次から二次への電力伝送が継続する。効率が低い場合
、ブロック６６０において、一次から二次への電力伝送が中断される。この判定は、下記
のような数式を用いて寄生金属物体に関連する電力放散を計算することにより成され得る
。
（６）　ＰＭＤ＝α×ＴＸ＿ｐｗｒ－β×ＲＸ＿ｐｗｒ－Ｃ１－Ｃ２
ここで、αはトランスミッタ（Ｔｘ）電力のためのスケールファクタであり、Ｃ１は、Ｔ
ｘの静止放散に関連する定数であり、βはレシーバ（Ｒｘ）電力のためのスケールファク
タであり、Ｃ２は、Ｒｘにおける静止放散に関連する定数である。幾つかの実施例は、ト
リップポイントが送られる方式、及び二次側から一次側へ通過する情報の量に基づいて変
化し得る。
【００４７】
　本発明に関連する技術に習熟した者であれば、説明した例示の実施例に変形が成され得
ること、及び本発明の特許請求の範囲内で他の実施例を実装し得ることが分かるであろう
。

【図４】

【図１】

【図２】

【図３】
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